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１ はじめに
2000年代に入って、学校統廃合の動きが加速した
ようにみえる。文部科学省のホームページに掲載さ
れている「余裕教室・廃校施設の有効利用」という
ページ（文部科学省文教施設企画部施設助成課
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図１ 公立学校の年度別廃校発生数（文部科学省文教施設企画部施設助成課 2012)
※平成22年度については、東北３県（岩手県、宮城県及び福島県）を除く。
2012）には、1992年度以降の「公立学校の年度別廃
校発生数」が掲載されている（図 1）。これをみると、
1992年度には公立小学校 136校、公立中学校 42校、
公立高校 11校の計 189校が廃校になっており、その
後、年によって変動はあるが、1999年度まではおお
むね 200校前後で推移してきたことがわかる。とこ
ろが、2000年度に小学校 199校、中学校 51校、高校
15校の計 265校が廃校になってからは廃校数の増
加が顕著となり、2004年度には小学校 374校、中学
校 117校、高校 86校の計 577校が廃校にいたった。
その後、やや廃校数は減少したが、それでも減少一
辺倒というわけでもなく、最新の 2010年度のデータ
でも、小学校 322校、中学校 109校、高校 73校の計
504校が廃校になっており、廃校の勢いには衰えが
みられない。このように、とりわけ 2000年度以降に、
学校統廃合が進展する状況になっていることが確認
される。
これを受けて、学校統廃合に関わる研究も盛んに
手がけられるようになった。CiNiiを使って「学校統
廃合」を表題に含む論文を検索すると、全部で 179件
であった（2012年 9月 14日現在）。ここで示された
論文のうち、1件のみは 1950年に書かれたもので
あったが、基本的には 1970年代以降にまとめられた
ものである。さらに、これらの論文のうち、101件
（56.4％）が 2000年以降に発表されたものである。
このことは、先に確認した 2000年代に入ってからの
学校統廃合の活発化をふまえ、研究も進められてき
ていることを物語る。
そこで本稿では、これらの学校統廃合研究のうち
のごく一部しか対象とできていないが、これまでの
学校統廃合研究の動向と成果を振り返り、今後の学
校統廃合研究の課題を確認することを目的とした
い。そこで、はじめに、学校統廃合が進められる要
因に関する知見（2節）をまとめたのち、学校統廃合
のプロセスにおける問題点を、主に紛争事例の分析
に基づいて振り返り、学校統廃合が実現した後の状
況に関する知見を概観する（3節）。最後に今後の学
校統廃合研究や学校統廃合そのものに求められる課
題について確認したい（4節）。
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図２ 戦後の小学校数・小学校在籍者数・中学校数・中学校在籍者数の推移
（文部科学省『学校基本調査』より作成）
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２ 学校統廃合実施の要因
2．1 児童・生徒数の減少
学校統廃合が必要とされるもっとも基本的な要因
は、少子化として捉えられる児童・生徒数の減少で
ある。児童・生徒数が減少すれば、それだけ必要な
学校数も少なくなるので、自動的に学校数も減少す
る、ということである。
ただし、児童・生徒数の推移と学校数の推移はか
ならずしも一致しない。このことを確認するために、
戦後の小学校在籍者数・中学校在籍者数と、小学校
数・中学校数の推移を図 2にまとめてみた。これは、
1948年の数値を 100とした場合に、それぞれがどの
ように推移したかをまとめたものである。
これをみると、小学校の在籍者数は、1948年に
10,774,652人であったものが、1958年に 13,492,087
人（1948年比 125.2）と最大値を記録し、その後、1968
年に 9,383,182人（同 87.1）まで減少してから、再び
増加に転じ、1981年には 11,924,653人（同 110.7）に
なっている。しかし、それからは減少する一方で、
2012年には 6,764,638人（同 62.8）となっている。一
方、中学校の在籍者数は、より激しい変動をみせて
いるが、1948年に 4,792,504人だったものが、何度か
増加と減少を繰り返しながら、1962年に 7,328,344
人（1948年比 152.9）にまで増加する。その後、一旦
減少した後、再び増加し、1986年には 6,105,749人
（同 127.4）となる。それからは減少が続き、2012年
には 3,552,684人（同 74.1）となっている。
これに対し、小学校数は、相対的になだらかな推
移を遂げている。1948年に 25,237校から、児童数の
増加にあわせて学校数もやや増加するが、もっとも
多くなったときで 1957年の 26,988校であり、1948
年を 100とした場合、106.9となる。その後は、若干
増加する時期もあるが、基本的には減少しており、
2012年には 21,460校（1948年比 85.0）となってい
る。一方、中学校は、生徒数の著しい増加にかかわ
らず、1948年の 16,285校を、その後上回ったことは
ない。1970年代初頭まで一気に減少し、その後は緩
やかに増加と減少を示している。2012年には 10,699
校（1948年比 74.1）となっており、これも 1948年以
降もっとも少ない水準である。
2．2 適正規模の問題
図 2のデータからは、児童・生徒数が減ったから
学校も減る、という単純な図式ではとらえられない
ことがわかる。もちろん、学校をつくったりなくし
たりすることは、学級を増やしたり減らしたりする
こととは次元が違うので、児童・生徒数の動向と学
校数の動向にズレが生じるのは当然である。しかし、
図 2のデータで示される状況は、それだけでは捉え
きれない大きなズレが存在していることを物語って
いる。その一つが、学校の適正規模をめぐる問題で
ある。
児童・生徒数が減少している状況で、学校がその
まま存続するとすれば、小規模の学校や小規模の学
級が誕生することになる。それが、かえって教育効
果を高めるのではないか、という議論がある。たと
えば、井口均は、アメリカのコールマン報告
（Coleman et al.1966）をもとに、「教育効果は小規
模学級においてより高い」（井口 2004：47）と指摘
している。また、学校統廃合とは直接関わりはない
が、近年注目を集めている「効果のある学校」??の研
究に関わって、学校規模や学級規模、また教師一人
あたりの児童・生徒数が少ないほど、「効果のある学
校」になりやすいということも明らかにされている
（舞田 2008）。このように、最近のものまで含めて、
小規模校の教育効果を示す研究はいくつか存在して
いるために、「学級規模を縮小すれば教育効果があが
るはずだ、という常識」（下村 1980：45）が形成さ
れてきた。そのため、児童・生徒数が減少しても、
学校をそのまま存続させ、より教育効果の高いと考
えられる小規模校を維持しようという意向も少なか
らず存在する。
しかし、単純に学校を小規模化するというわけに
はいかない。そこには、学校の「適正規模」という
基準が存在するからである。葉養正明は、学校規模
を測る基準として、「在籍児童・生徒総数」を用いる
場合と「学級数」で示す場合の二通りが存在するこ
とを指摘する（葉養 1993：8）。そのうえで、国と東
京都特別区の学校の「適正規模」の基準を列挙する
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ことで、「在籍児童・生徒総数」と「学級数」の両者
があることを明らかにし、「適正規模」を一概に規定
することの困難さを指摘している。
なお、全国の学校統廃合に影響を与えうる国の基
準を確認すれば、以下の 2つをあげることができる。
一つは学校教育法施行規則であり、ここでは「小学
校の学級数は、12学級以上 18学級以下を標準とす
る」（第 41条）とされている。また、義務教育諸学
校施設費国庫負担法施行令では、「学級数がおおむね
12学級から 18学級までであること」（第 4条）と規
定されている。これらから、国の基準としては「12
～18学級」というのが「適正規模」とされているこ
とがわかる。現在の基準では、小学校 1年生が 35人、
それ以外の小中学校の各学年では 40人が、1学級の
人数の基準となっている（公立義務教育諸学校の学
級編制及び教職員定数の標準に関する法律第 3
条）??。これらの基準は最低限守らねばならないもの
であり、自治体によっては、これよりも小さい規模
で基準を設定しているところも多い。ただし、いず
れにしても一定の「適正規模」という基準は存在し
ており、それらの基準を下回る小規模校は、統廃合
の対象とされることになる。
この「適正規模」については、異論も出されてい
る。たとえば、三輪定宣は、「各国の平均の学校規模
は、初等教育の場合、例えばフランス 99人、ギリシャ
99人、コロンビア 100人、フィンランド 100人、オー
ストラリア 103人、ロシア 119人、ペルー129人、イ
タリア 138人、スペイン 150人、ブラジル 169人、
タイ 176人、イギリス 188人、ドイツ 211人、アメ
リカ 322人、日本 331人」??だということを示したう
えで、「教育の原点である子どもと教育者との『一対
一』の関係を基本に考えるならば、教育効果の指標
である教員一人あたりの子どもの人数は、学校が小
規模になるほど少なくなり、それだけ一人ひとりの
子どもに行き届いた教育が可能になることは自明で
ある」と指摘する（三輪 2003：79）。他国に比べ、
日本の学校規模はかなり大きくなっており、それを
さらに維持する「適正規模」には問題があるという
わけである。
これに対し、葉養は、「常識的に言って、少なくと
もわが国の学校教育のねらい、学習指導要領などか
らすれば、学級は小さければ小さいほど教育効果が
あがるという仮説には、首をかしげざるを得ないと
いうのが本当のところであろう」（葉養 1993：10）
と、小規模校を持ち上げようとする勢力に、真っ向
から批判的な見解を示す。この論文のなかだけでは、
小規模校の教育効果に疑問を持つという「常識」の
根拠は十分に示されていないが、葉養が根拠とする
のは、下村哲夫の研究（下村 1980）である。
下村は、諸外国で行われた研究をもとに、学級規
模と教育効果の関連について整理を行っている。そ
の結果、教育効果において小規模優位と大規模優位
の双方が存在することを明らかにしている。このこ
とをふまえて、「学級規模と教育効果との間に直接の
関連を見出すことができない」（下村 1980：50）と
述べている。これまで優位が紹介されてきた小規模
校の場合で、十分な効果が指摘されなかったことに
ついては、「学級規模が縮小されたからといって、教
員が自然に小規模学級にふさわしい授業形態をとる
わけではない」（下村 1980：51）からだと説明され
る。そして、いくつかの研究をもとに、「『教員の好
みないし教員自身のスタイル』が、授業形態の最も
重要な規定要因である」ことや、「20人以下の小規模
学級を担当した 132人の教員のうち、与えられた機
会を生かし、個別指導を試みたのはその半ばにも満
たなかった」（下村 1980：51）といった知見を紹介
している。
さらに、下村は、依拠している Pidgeon（1974）の
要約に基づきながら、「いっせい教授のような伝統的
な授業形態では、教育効果は学級規模にあまり影響
されない」、「能力の劣る生徒が小規模学級に編制さ
れる場合が多く、学習成績と学級規模との相関が得
られなかった」、「大規模学級では、教員は教育課程
の特定の領域に焦点をしぼり、調査対象とされた特
定の教科ですぐれた成績をあげることが多く、学級
規模が子どもの教育全体に及ぼす影響を見誤らせる
結果になった」（下村 1980：51-52）などといった点
を紹介している。つまり、「学級規模は教育効果の決
定的な要因ではなく、学級の適正規模はむしろ授業
の内容や方法との関連においてとらえられねばなら
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ない」（下村 1980：50）ということになる。学級規
模だけでなく、それに応じた教育内容・方法の工夫
が必要だというわけである。事実、玉井康之は、「小
規模校の校長は、その規模に合わせて学校の運営を
考えるため、小規模だからすべて統合する方が望ま
しいとは考えて」おらず（玉井 2010：176）、「小規
模だから問題なのではなくて、小規模に合わせた教
育課程を開発できないことが問題」（玉井 2010：
178）なのだと指摘している。ただし、それも、規模
に見合った管理・運営の方法を考え、実践すること
の重要性を指摘するもので、規模だけで問題を考え
るということにはならない。ゆえに、小規模校を持
ち上げる側がいうように、単に小規模にすればよい
というものではない、ということになる。
2．3 市町村合併との関連
ただし、逆にいえば、国や自治体が示している「適
正規模」も、人数や学級数の面だけでは「適正さ」
が保持されないことになる。先述の玉井の指摘も、
「小規模は問題で、学校には一定の規模が必要だ」
という主張が、それだけでは成り立たないことを示
している。それでは、この「適正規模」には、どの
ような根拠が見出されるだろうか。持田栄一は、1950
年代に進められた「昭和の大合併」前には、7,000人
未満の自治体が 82.3％であったことをふまえ（若林
2012：21）、「現行基準の枠内で中学校を能率的に運
営していくためには、12学級の中学校が適正規模と
される。しかしこの適正規模の中学校の設置が可能
であるためには、中学校人口の町村人口に対する比
率を 6.5％として換算した場合、町村規模は人口
7,385人（1学級生徒数 40人とした場合）、9,231人
（同 50人とした場合）以上であることが必要とされ
る」（持田 1961：268-269）と指摘している。このよ
うに、学校を運営する自治体の規模との関係で、「12
学級」という基準が出されていることがわかる。
ただし、この「12学級」には、教育的な根拠がな
いわけではない。若林敬子は、「長野県市町村合併史」
をひきながら、次のように指摘している。「新制中学
校を推奨し理想的に運営していく、その規模算出に
ついては、『中学校の教科数に各々担任職員をおくと
考えると、9学級が望ましい。1学級を 40人とすれ
ば、生徒数は 360人となる。中学校の生徒の全人口
に対する比率は、長野県は 7.0％であることから人口
は 5,538人となる。また職員の人件費その他を考え
ると 1中学校 12学級編成がより望ましいわけであ
り、結局 1中学校を維持するために適当な規模は人
口 7・8千人以上と推察される』（『長野県市町村合併
史』昭和 40年、854ページ）」（若林 1973：274）。つ
まり、中学校の教科担任や学校運営の観点から「12
学級」という数字が導き出されている。そして、こ
の「12学級」の学校を運営するにはいかなる規模の
自治体が必要なのかという論理へと転換され、この
「12学級」の中学校を維持するための自治体の規模
として「人口 8,000人」という基準が導き出され、こ
れが「昭和の大合併」における自治体合併の基準と
なった。このように、学校の「適正規模」と自治体
の「適正規模」が相互に関連し合いながら、学校統
廃合と市町村合併は進められていく。
また、市町村合併が学校統廃合に与える影響とし
て無視できないのは、合併によって大きくなった自
治体においては、個々の地域の学校を存続させるこ
とよりも、自治体全体の財政的な効率が重視され、
学校統廃合が進展しやすいということである。若林
は、大著『学校統廃合の社会学的研究』（若林 2012）??
の結論の第 1に、「学校統廃合の政策決定過程からみ
て、廃校される学区民の意見と、法的決定を行う町
村議会の多数決の原理とがくいちがう」（若林
2012：451）ことを指摘している。このような状況が
生じるのは、「現行のわが国市町村の規模・圏域が合
併によって大きくなりすぎ、ために議会が住民の日
常生活ないし旧町村程度の通学区から遊離してい
る」（若林 2012：451）からだと説明される。その結
果、「各地域の異なった実情が議会の中に反映されに
くく、各地の要求が混合すると希薄化し、政策がど
うしても全市町村的な形で画一化し、財政効率論が
通りやすい」ということになる。つまり、現在の自
治体は、住民の生活圏をはるかに超えた規模になっ
ているために、住民が抱える生活問題を十分に把握
することができず、自治体全体の財政効率ばかりを
念頭に議会での議論が進められることになる。その
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結果、学校においては、小規模校は財政的に非効率
であるために統廃合をする、という決定につながり
やすい、ということになる。
2．4 財政的な問題
このようにみてくると、学校統廃合の基本的な要
因は財政問題だということになる。若林も、学校統
合推進の論理の第 1として、「経済的効率性」をあげ
ている（若林 2012：9）。その「経済的効率性」を、
若林は 2つの側面で捉える。一つは「学校規模が大
きくなるにしたがってその経費は減少する」（若林
2012：9）という学校運営にかかる経費の削減の観点
である。この点は、現在の学校統廃合にもつながる
論点である。たとえば、2000年代以降のいわゆる「三
位一体改革」のなかで、義務教育費国庫負担金の一
般財源化や、公立学校施設整備費負担金制度の廃止
が議論された（玉井 2005）。最終的には、制度その
ものの廃止は免れたが、義務教育費国庫負担金につ
いては、2006年から、国庫負担率が従来の 1/2から
1/3に変更されることになった。
ただし、これらの制度廃止の要求が、自治体の首
長や地方議会議長の連合組織であるいわゆる「地方
6団体」から出されたものであったことは注意を要
する。つまり、地方財政を預かる側が、教育に特化
して国が負担する制度を残すよりも、その分の財源
移譲を行い、教育以外にも振り分けられる部分を拡
大してほしいと考えていることがうかがえるからで
ある。このことを考えれば、今日の学校統廃合にお
いては、教育面での財政支出を削減しようという論
理が強く働いていることは十分に考えられる。
しかし、若林はもう一つの側面として、「国庫補助
率が多くなり、相対的に町村の財政負担が軽減され
るという側面」（若林 2012：9）を指摘する。つまり、
学校統廃合をすれば国からの補助が増えるので、学
校統廃合が進められる、というわけである。具体的
には、「昭和 31年に補助率 2分の 1（老朽校舎は 3分
の 1）で出発、その上『過疎地域対策緊急措置法』に
基づく学校統合の国庫負担率は 3分の 2であり、ま
た危険老朽校舎を改築する場合、一般にはその国庫
負担率が 3分の 1であるのに対し、統合に伴う新改
築の場合は 2分の 1になっている」（若林 2012：9）
という次第である。このように、補助の割合を増や
してまで、国は学校統廃合を進めようとしたことが
わかる。その理由について山本由美は、「政府、文部
省は、小さな自治体にとって大きな負担である校舎
建築費を手段に財政誘導することによって、自治体
の合併をうながしたのである。その背景には、住民
のそれまでの生活圏とは異なる新しい行政圏の統合
のシンボル、としての学校を置く、という意図もあ
る」（山本 2005：14）と指摘する。ここからは、市
町村合併を進めるために学校統廃合が利用されてい
ることがわかる。
この点は、「昭和の大合併」をふまえての議論であ
るが、1990年代後半に進められた「平成の大合併」
にも通じるところがある。葉養は、全国の市町村教
育委員会を対象としたアンケート調査に基づき、「市
町村合併は学校統廃合を促進する」という命題の検
討を行った。この調査からわかったことは、「『小中
学校統合への市町村合併の影響は感じられない』と
いう選択肢への支持が強いことであり、全国的には
48.9％の自治体がこれに該当する。人口規模 1万人
未満の自治体についても、52.2％が該当しており、こ
の調査からは、『市町村合併が小中学校統合を促進す
る』という言説の裏付けは困難である」（葉養 2010：
173-174）と、今日の市町村合併と学校統廃合との関
連には懐疑的な見解を示す。しかし、この葉養のデー
タでは、「市町村合併は一般的には小中学校統合を促
進する効果を持つ」と答えた教育委員会も全体の
13.5％にのぼっている。特に、人口 30万人以上の自
治体ではこの回答は皆無だが、人口 20万人未満の自
治体では 11.7～18.6％がこの選択肢を選んでいる。
全体の半数にのぼる「小中学校統合への市町村合併
の影響は感じられない」という回答に比べれば割合
は低いだろうが、決して無視できるほどの少なさと
は考えられない。さらに、筆者が調査を行っている
群馬県内の事例では、学校統廃合に伴って新たに設
けられた学校の建設費のうち約 7割が合併特例債に
よって賄われていた（新藤 2012）。このことは、市
町村合併と学校統廃合の関連を検討するにあたり、
単に教育委員会の主観的なレベルだけで判断するの
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ではなく、客観的な側面からも検討する必要を提起
している。とりわけ、前節で確認したように、近年
の廃校のピークが 2004年度であることと、「平成の
大合併」がはじめられた当初の合併特例法の期限が
2005年 3月末であるということの符合をみると、両
者の関係をより綿密に検討する必要性が浮かび上が
る。
さらに、昭和期において、国が学校統廃合を進め
た理由には、新自治体のシンボルづくりという側面
だけでなく、やはり財政負担の問題があったと考え
られる。若林（2012）に詳細に分析されているよう
に、「昭和の大合併」以降、学校統廃合をめぐる紛争
が各地で頻発した。その流れを受けて、1973年に文
部省は「公立小・中学校の統合について」という通
達を出している。ここでは、「学校統合の意義及び学
校の適正規模については、さきの通達に示している
ところであるが、学校規模を重視するあまり無理な
学校統合を行い、地域住民等との間に紛争を生じさ
せたり、通学上著しい困難を招いたりすることは避
けなければならない」と指摘している。つまり、そ
れまでの学校統廃合路線の行き過ぎを反省してい
る。また、「小規模学校には教職員と児童・生徒との
人間的な触れ合いや個別指導の面で小規模学校とし
ての教育上の利点も考えられるので、総合的に判断
した場合、なお、小規模学校として存置し充実する
方が好ましい場合もある」とも述べられている。こ
こからは、「小規模学校としての教育上の利点」を考
えずに学校統廃合を進めてきたことがうかがえる。
したがって、この通達に明記されているわけではな
いが、この「『新』通達の背景に『無理な学校統合の
遠因として財政負担の問題があった』ことを認め」
（若林 2012：74）たものと読み取ることができる。
つまり、学校統廃合の基本的な背景は、財政的な問
題にあったといえる。
このことは、同時に進められた市町村合併と対照
させるとわかりやすい。「昭和の大合併」には、自治
体の行財政の強化という目的があった。しかし、そ
の背後には、国家財政のツケを自治体に負担させよ
うとし、そのツケを背負いきれるだけの行財政力を
持った自治体づくりとして市町村合併を進める、と
いう実態が確認された（新藤 2005）。そこから考え
れば、学校統廃合によって教育財政の効率化をはか
ることができた自治体は、それだけ国家財政のツケ
を担う力を獲得したということになる。あるいは、
そこまでいかなくとも、国家財政の負担を増加させ
るような危機的な状況に地方財政を陥らせることを
避けることができる。このような点で、学校統廃合
は、国家財政の負担軽減と密接な関わりを持ってい
ることがわかる。
３ 学校統廃合のプロセス
3．1 地方教育行政の対応
このような背景を持つ学校統廃合は、その進展の
プロセスでさまざまな問題や成果をみせる。一つに
は、地方教育行政の対応である。前節で指摘したよ
うに、学校統廃合の根本的な要因は財政問題である。
この点を地方教育行政に即して考えると、学校の運
営に関わる大きな経費は、学校の維持・管理費と、
教員の人件費である。前者は市町村が中心であり、
後者は都道府県が中心になる。
秋田県の事例を分析した金井徹と宮腰英一は、秋
田県教育委員会が『あきた教育新時代創成プログラ
ム』や『市町村における学校教育将来構想想定ハン
ドブック』の作成後に、市町村の学校統廃合計画が
増加していることを明らかにしている（金井・宮腰
2008）。この論文では、そうした県教委のねらいまで
はふみこんでいないが、県教委が率先して学校統廃
合に関わる側面があることは確認できる。
また、境野健兒は、「小・中学校の学校統廃合政策
は、町村合併後の新市町村にとって教育費削減策と
位置づけられている。また、合併がないところでも
財政逼迫から学校統廃合に踏み切るところも出てき
ている」（境野 2005：85）と指摘する。その詳しい
状況まではこの論文では書かれていないが、市町村
合併後の地方財政は、合併する／しないにかかわら
ず厳しいものであり、その状況に対処するために学
校統廃合を進めることもありうる。
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3．2 保護者や住民の対応
このような財政緩和策としての学校統廃合を「正
当化」する一つの根拠が、学校統廃合を望む保護者
や住民の存在である。境野は、「学校統廃合をよしと
する強い住民の願いがある。たとえば、『複式学級に
なるなら学校統廃合もやむを得ない』、『学力向上の
ためには大きな学校の方がよい』、『地域と関係が薄
れている学校など、あってもなくても同じ』など、
学校への不信感や学力向上への願いと強く結びつい
ている。地域経済の空洞化や暮らしへの展望が、こ
うした願いを押し上げている」（境野 2005：85）と
指摘する。また鳥取県日南町で大規模な調査を行っ
た高口明久らは、小学校保護者の 33.3％、一般住民
の 38.8％が学校統廃合に賛成であることを明らかに
している（高口ほか 2004：44）。そこでは、「児童数
減少によって、学校教育のなかで集団性を身につけ
ることができないことへの不安」、「外部から流入し
てくる者が増加する見込みが無く、児童数の減少が
さらに進行することが避けられない以上、統合せざ
るを得ない」、「複式学級の教育効果に疑問を呈し、
単式学級での授業ができることを強く望む」、「学校
統合問題は、町役場が決めたらそれに従うのが当然」
などといった意見が出されていたことが紹介されて
いる（高口ほか 2004：42-43）。
一方、保護者や住民のなかには、学校統廃合には
反対の意見も多い。高口らの調査結果から学校統廃
合への反対の理由を拾い上げると、「児童、ことに低
学年児童の通学方法に関する問題」、「地域の唯一の
中心としての小学校が無くなることは、地域の住民
と子どものつながりを希薄化してしまう」、「子ども
たちの教育に関して、統合によって成果が上がると
いう意見に対する、批判」、「学校統合によって、（中
略）周辺部分の過疎化は一層進行していく」、「学校
統合論があげているのは、学校運営上の合理化を述
べているだけで、実際には統合によって教員配置数
が大きく減らされ、多忙に追われ、子どもたちとの
つながりも薄くなる」などが確認できる（高口ほか
2004：43）。このように学校統廃合反対の論理も多岐
にわたる。
ただ、これが住民による反対運動につながる場合、
一つのきっかけとなるのは、行政による独断専行で
ある。東京都港区で学校統廃合反対運動を担った保
護者は、「私たちがいま統廃合に反対しているのは、
教育委員会が議論もなく一方的に進めようとしてい
るからなのです」（武石 2003：73）と述べている。
若林は学校統廃合反対運動について、「学区民の意見
を無視した町村制への地域民主主義の立場からの抵
抗運動」（若林 2012：453）とその性格を捉えている。
細かい部分は差異もあろうが、住民の意向を無視す
る形で政治・行政主導で学校統廃合が進められる状
況に対し、保護者や住民が反対運動を起こす構図は
共通している。
このような運動に向き合う際、重要となるのは、
反対運動への参加を通じた成果の分析である。そこ
では、単に「統合を阻止した／失敗した」という「勝
利／敗北」のレベルの「成果」だけではなく、運動
を通じた学習成果などに注意を払う必要がある。こ
の点に着目した研究として、丹間（2009，2010）が
ある。丹間は、「住民参加を実質化するために、住民
が政策形成過程や政策決定過程に参加し、学習を経
て合意を形成していく視点が必要とされて」おり、
「住民と行政が共同して施策に取り組む過程におけ
る力量形成としての学習が求められる」（丹間
2009：219）としている。ここでは、行政への一定の
対抗性を持ちつつも、行政との協働を、学習を通じ
て形成していく住民運動が分析されている。このよ
うな視点は、「昭和の大合併」後の学校統廃合紛争の
事例にはあまりみられないものであり、今後の深ま
りが求められる。
3．3 生徒の関わり
学校統廃合問題を通じて学び、成長するのは保護
者や地域住民だけではない。当然ながら、もっとも
重要な関係者である生徒自身も大きく成長を遂げ
る。たとえば、埼玉県立浦和商業高校定時制の統廃
合問題に関わっては、定時制高校という場への強い
思いを持つ生徒が核となり、教師や保護者、卒業生
を巻き込んだ「四者協議会」によって統廃合反対を
訴える活動がみられた（平野 2004）。また、大阪府
立高槻南高校の統廃合問題では、生徒自身が原告と
132 新 藤 慶
なり、法廷の場で統廃合の是非が争われることと
なった（小山 2004）。いずれも高校生の活動である
が、学校統廃合の問題は、「主人公」であるはずの子
どもたちが置き去りにされたまま論じられてしまう
ことも少なくない??。
高口らの小中学生に対する調査からは、次のよう
な知見が描かれている。日南町の学校はほとんど小
規模校であることをふまえて尋ねた「『児童からみた
学校』では、『もっと人数が多い学校がいい』と思っ
ている小学生は、全体の約 4分の 1、そう思わない子
どもは約 2分の 1程度である。中学生の小学生時代
の回顧でも、同様の結果であった」（高口ほか 2002：
43）。つまり、より大規模な学校がいいという子ども
が 1/4、現状の小規模な学校がいいという子どもが
1/2ということである。子どもの意向を把握するの
は難しいが、少なくとも子どもが学校統廃合をどの
ように考えているかを把握する出発点として位置づ
けられるデータであろう。
3．4 教育以外の要因
前節で確認したように、学校統廃合には国家財政
の支出削減という問題が関わっていた。ただし、各
地域での事例を検討すると、それぞれで教育以外の
要因が関わって学校統廃合論議を複雑にしている様
子も確認できる。
たとえば、滋賀県豊郷町の豊郷小学校の改築問題
は、豊郷小学校が歴史的に価値のある建築物である
ことも関わって、町外からも広く注目を集めた（古
川 2005）。ここでは、豊郷小学校の耐震調査??を請け
負った業者の杜撰さと、そのような問題を引き起こ
した町長と建築業者との癒着問題が指摘された（高
橋 2005； 竹内 2005）。最終的には裁判に持ち込ま
れ、豊郷小学校の改築は停止されることとなり、校
舎はそのまま残ることになった。ただし、この事例
からは、学校建築に関わって地域権力構造内での癒
着問題が生じうることを示している。
3．5 学校選択制との関連
山本は、「首都圏で、新しいタイプの学校統廃合が
出現している。たとえば、学校選択制導入の結果、
従来の小規模校の入学者が減っていっそう小規模化
し、児童・生徒数が自治体の定めた『最低基準』を
割ったために廃校においこまれる、といったこれま
でにないケースが生まれている」（山本 2005：6）と
指摘している。学校選択制は 1998年度に三重県紀宝
町で導入された後、2000年度に東京都品川区で取り
入れられるようになってから都市部にも広まり始め
た（小内 2006：110）。最近のまとまった調査データ
がないが、何らかの形で学校選択制を導入している
のは、小学校の場合で 240自治体（14.2％）、中学校
の場合で 185自治体（13.9％）である（文部科学省初
等中等教育局初等中等教育企画課教育制度改革室
2008）。
このような学校選択制と学校統廃合を絡めるよう
なケースは、広島県三次市の事例でも紹介されてい
る。ここでは、当時の市長が、「全市を一学区にし、
特色づくりで競争すればいい。親が子供を行かせた
い学校を選ぶ。その結果、子どもの数が減った学校
は、つぶす」と発言したとされる（岡田 2004：50）。
この発言と重なるのかは詳細に検討する必要がある
が、三次市では 2006年以降、小学校が 5校廃校に
なっている。
このような学校選択制や、「成果」の上がらない学
校が廃校に追い込まれる状況について児美川孝一郎
は「公立学校に対する国民の『不信』が介在してい
る可能性がある」（児美川 2004：18）と述べている。
そしてその不信が、新自由主義的教育政策を生じさ
せ、学校統廃合を推進するとされている（児美川
2004）。また、都市部では、少子化にもかかわらず私
立学校への入学者は増加していることも報告されて
いる（武石 2003：75）。このことも、公立学校に対
する不信感に基づいた公立学校の児童・生徒数の減
少と、その結果としての学校統廃合を招くものと受
け止められる。
3．6 学校統廃合後の状況
学校統廃合研究は、少なくともここまでみてきた
範囲では学校統廃合の負の側面に注目するものが多
いため、「いかに問題が多いか」、「いかに食い止めら
れるか」という点に主眼が置かれやすい。そのため、
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学校統廃合後の状況に着目する研究自体は決して多
くない。
そのなかでいくつか取り上げてみると、葉狩学は、
学校統廃合後に遠距離通学をしなければならなく
なった児童の一部に、それまでになかった疲労が発
生していることを明らかにしている（葉狩 2008）。
このような状況について、教員も心配しているが、
保護者はそれほど心配しておらず、地域住民はそう
いった問題が生じていること自体を認識していない
状況が浮かび上がっている（葉狩 2008）。このこと
から、学校統廃合によって、学校に通う子どものい
ない家庭では、地域の子どもとの接点が持ちづらく
なっていることが予想される。
また、丹間は、統廃合がなされた学校の校歌を分
析するなかで、それまでにみられた校区の具体的な
地名や自然の情景をうたった歌詞が削除され、広
がった校区全体に共通する一部のものしか取り入れ
られなくなったことを指摘している（丹間 2012）。
このことは、学校統廃合により、学校が地域との結
びつきを持ちづらくなっている様子の一端を表して
いるものと思われる。
学校が持つ地域のセンター的な役割には、池上洋
通が指摘するように、「明治憲法下で支配的なイデオ
ロギーを国民に吹き込むために、学校を地域の中心
に据える国家があったことを挙げることができる」
（池上 2004：38）という負の側面を忘れてはならな
い。しかし、池上が続けるように、「そうした負の歴
史を正の方向に転換し、地方自治のシステムとして
学校を位置づけようとしてきた自治体と住民の営み
がある」（池上 2004：38-39）ことも看過されるべき
ではない。前節で山本（2005）を引きながら、学校
が自治体のシンボルとして位置づけられた側面を指
摘したが、現在でもその機能は変わらない。そのこ
とをふまえれば、学校統廃合は、地域からシンボル
を奪うことになる。そのことは、シンボルを失った
地域自体の消失にもつながりかねない大きな問題と
もなりうる。
3．7 学校統廃合案の作成の試み
このような状況に対し、学校統廃合の枠組みを策
定する試みは、地域の重層性を十分にふまえられた
ものとはなっていない。白（2003）は、東京都狛江
市を事例に、地理情報システムを用いて、人々のア
クセシビリティから、学校統廃合の枠組みを策定し
ている。また、佐藤（2006）は、東大阪市を事例に、
人口変動の予想をもとに児童数を推測し、統廃合の
枠組みを考察している。
これらの研究は、「どこかを統合しなければならな
いとしたらどうすればいいか」という点では、重要
な知見を示しているとも考えられる。ただし、これ
までみてきたような学校統廃合の問題性をふまえる
と、その部分を抜きにして、人口の側面だけで統廃
合を考えることはいささか不十分だとも感ぜられ
る。とくに佐藤は、「本稿で示した統廃合の試案は、
あくまで教育学の立場からのものである」（佐藤
2006：37）と述べているが、実際には、最寄駅に快
速電車が停車するかどうか、それによって人口増加
の見込みがあるかどうかといった検討が中心であ
る。さらに、「小規模校の統廃合の最大のメリットは、
小規模校の管理運営を放棄することにより、学校の
管理・維持を中規模校以上の学校のみにして、予算
運用を効率化して財政上倹約するということに尽き
る」（佐藤 2006：25）と断じ、「教員の人件費を抑え
るため（中略）1クラスは常勤講師に担任をさせるよ
うにすればよい」（佐藤 2006：28）とまで述べてい
る。ここまで直截な物言いは、逆に小気味よさを感
じないではないが、これらの検討のどこが「教育学
の立場からのもの」なのか理解に苦しむのが正直な
ところである。
４ 今後の学校統廃合研究に向けて
以上、先行研究をふまえて検討を進めてきたよう
に、学校統廃合問題は、児童・生徒数の減少という
人口問題の様相をまといながら、その実は財政問題
であるということが明らかになったといえる。この
状況は、グローバリゼーションの進展のなかでは、
さらに顕著になるかもしれない??。この基本を確認
しつつ、今後の学校統廃合研究を進めるうえで課題
となる点について、いくつか指摘しておきたい。
134 新 藤 慶
第 1に、市町村合併と学校統廃合との関連につい
てである。この点は、「昭和の大合併」と、その後の
学校統廃合の動きをみるうえで、欠かせない視点で
あった。今日の学校統廃合を「平成の大合併」と関
連させてみる研究は、まだ十分とはいえない??。「平
成の大合併」自体がいかなるねらいのもとに進めら
れたのかという研究と合わせ、この部分の分析を進
めることが求められる。
第 2に、1点目とも関わるが、学校統廃合に対する
教育行政の関わりの検討である。教育行政がどのよ
うなスタンスでいかなる関わりを持ったのか、ある
いは、学校統廃合を進めるうえでの教育財政的な裏
づけなどをおさえていくことが必要となる。
また第 3に、学校統廃合をめぐる地域での保護者
や住民の学習成果の分析である。学校は、子どもた
ちの教育の場であるだけでなく、地域のシンボルで
もある。その意味で、地域の大人たちにも深い関わ
りを持つ。そのため、最終的には統廃合で決着した
事例であっても、そのなかでは複雑なやりとりが行
われたことが予想される。そのプロセスを経て、地
域の大人たちが、学校をいかなるものとして捉え直
したのか、あるいはそれにともなって、地域もどの
ようなものとして位置づけ直そうとしたのか、さら
には、それらの過程を支える学習にはどのようなも
のがあったのかをおさえていくことは、これからの
学校統廃合の事例に向き合う際にも重要となる。
さらに第 4に、子どもの意識や変化への着目であ
る。河野（2000）の指摘にもあったように、これま
での学校統廃合研究は、大人の側に視点が向きがち
であった。しかし、学校統廃合の「主人公」は子ど
もたちである。その子どもたちが、学校統廃合にい
かに向き合い、統廃合にどのように対処しているの
かを分析することも欠かせない。
そして第 5に、学校統廃合後の状況の検討である。
本稿で確認したように、これまでの学校統廃合研究
は、統廃合前、あるいは統廃合の過程を扱ったもの
が中心であった。しかし、実際に統廃合が行われた
らどうなるのかという点の分析も求められる。その
ことは、これまで指摘されてきた統廃合のメリッ
ト・デメリットを検証する作業ともなる。さらに、
今後の統廃合を考えるうえでの示唆をもたらすもの
ともなろう。
繰り返すが、学校統廃合は財政問題という基盤を
持ちながら、その様相は人口問題という形をとる。
したがって、人口減少社会となった日本においては、
今後、いかなる地域でも関わりの深い問題となるだ
ろう。その際に、学校統廃合問題にいかに向き合い、
地域と学校、地域と教育のあり方をどのように構想
するかを考えるためにも、学校統廃合の実証的な研
究を蓄積することが求められるだろう。
［注］
1)「効果のある学校」とは、「人種や階層的背景による学力
格差を克服している学校」（鍋島 2003：17）のことであり、
校区の保護者の社会経済的地位から予想される水準以上の
学力を子どもたちが獲得できている学校である。志水
（2005）等も参照。
2)ただし、文部科学省は、2017年度までに小中学校の全学
年で 35人以下学級を実現する方針を示した（「小中すべて
35人学級 5年内実現、文科省方針」『朝日新聞』2012年 9
月 8日付朝刊）。
3)三輪が依拠しているのは、ユネスコ編（2000）。
4)初版の発行は 1999年。
5)若林（2012）の初版本の書評をした河野員博は、「統廃合
の構想プロセスに意を注ぐ余り、その狭間にいる児童・生
徒の風景があまり見えてこない」（河野 2000：236）と指摘
している。
6)小口（2007）と佐藤（2007）は、兵庫県但東町の事例を
通じて、阪神淡路大震災以降、学校の耐震性が、統廃合プ
ロセスのなかで論点の一つとなったことを指摘している。
7)グローバリゼーションの進展から学校統廃合問題を検討
したものとして、朝岡（2004）を参照。
8)尾﨑（2009）は、今日の学校統廃合が「平成の大合併」
を受けたものと位置づけているが、本体の分析は山村留学
を中心としたものであり、「平成の大合併」の観点はあまり
生かされていない。
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